平成２３年度　政務調査費　先進都市調査報告書
	会派名
	室蘭まちづくりネット

	議員名
	南川　達彦

	調査実施年月日
	平成２４年２月２日

	調査先　自治体名等
	長野県松本市役所

	調査項目
	· 自主防災組織について

· ICT構築事業について

	調査目的
	· 自主防災組織の結成効率向上への施策調査

· 観光情報の集約・発信事業の調査

	報告内容

実施したこと
	　１　視察先（市町村）の概要

　　人口：２４２，９５０　人（H２３．４．１現在）　行政面積：　９７８．７７　ｋ㎡

　２　視察内容

· 自主防災組織について

　総務部危機管理室　丸山次長、吉村主事にお話をうかがった。

松本市は３ｋ（健康、子育て、危機管理）を市政の重点項目としており、自主防災組織は危機管理を考えるうえでの優先項目とされている。松本市の周りには地震リスクの高い活断層が２本あることが危機管理を重要視する背景にある。実際平成２３年６月には大きな地震が起きている。
　現在の自治防災組織結成率は８９．７％と非常に結成率は高い。自治防災組織の取り組みとしては平成１６年からモデル地区を選定し、地区の状況に合わせた組織活性化支援を行っている。その他の地区での取り組みの情報を集約し、ほかの地域への情報提供も行っている。

　また、市民意識の向上のため防災研修や防災フォーラム、防災講座なども毎年実施している。

· ＩＣＴ構築事業について

　平成１９年度に新設された総務省の公募型委託事業に採択され開始された事業。ＩＣＴを活用し松本市内の観光情報を集約し、観光客誘致を図ることを目的とする。

　協議会を設置し、学術機関のアドバイスをもとに観光情報・民間商用サービスを取り込んだサイトの創設、ロケ地情報サイトの創設、ＩＣＴを活用した商店街イベントの実施などを行っている。

　また、サイトの運営は市民団体が行っており、事業実施後に市民が主導で新しい試みに挑戦しており、市民団体としての成長も見られた。
　民間の大手ポータルサイトをパートナーとする全国的にも新しい試みであり、インターネットでの観光情報の露出をサーチエンジンのメインページで載せるという大きな宣伝効果があった。

　課題としてあげられていたのが、地域の組合などの事情があり店舗情報を集めるのが難しい、スマートフォンの登場など情報媒体の変化が早いということ。現在も市民団体がＨＰを運営し、行政はそのフォローをするという形で事業を続けている。

	感想（まとめ）

本市へ生かせること等
	· 自主防災組織について
　３．１１の災害を受けて防災は至上命題とも言える課題となっている。本市にとっても地震、津波、土砂、雨水など防災への備えを考えなければいけないことが多くある。

　防災の要は市役所ではなく、町会やクラブなどの身近なコミュニティであり結成率の低い本市の自主防災組織の結成は市民生活を守るためには急務である。

　松本市の事例ではそれぞれの地域に合う防災訓練の提案や自主防災組織に対する備品更新ができるような補助制度を設けることにより組織の結成率向上を図っている。

　本市においても、観光客の誘致のためには情報の集約・発信が重要である。本市における観光の活性化にとって松本市のＩＴＣ活用例のように情報の集約・発信環境を整える必要があると考える。
　その方法として松本市のように大手のポータルサイトのタイアップによる広報を行うこと、市民団体によるサイト運営、市民記者による情報掲載など事業活性化に有効な取り組みで本市にもぜひ取り入れていきたい。


